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はじめに 

 

 三春町には、建設後相当程度の年数を経過し耐震上課題のある公共施設や今後遊休化が見

込まれる公共施設などが多いことから、将来世代に利用可能な資源を確実に引き継ぐための

整備方針を定めることと、新中学校建設によって廃校となる４中学校の跡地利用を定めるこ

とが課題となっている。 

こうした状況のなかで、三春町は、町民代表及び学識経験者等からなる「三春町公共施設

等整備方針検討委員会」を設置し、公共施設の整備方針を検討することとなり、本委員会で

は、三春町長から「役場庁舎をはじめとした公共施設の整備及び廃校中学校の跡地利用につ

いて、調査検討を行い提言をいただきたい。」との依頼を受けたところである。 

 本委員会では、このうち役場庁舎、旧公民館及び図書館を優先して検討することとし、現

地調査を含めてこれまで５回にわたる委員会を通じてその方向性を検討してきたが、役場庁

舎及び図書館は「建て替えるべきである。」との概ねの共通理解が得られたことから、三春小

学校の整備を含め、今般「中間報告」として取りまとめたところである。 

 中間報告の要旨を述べれば、次のとおりである。 

 【役場庁舎について】 

 ・ 現役場庁舎の諸課題を解決するためには、改修では十分でなく建替えるべきである。 

 ・ 建替え場所は、現在地周辺を基本として選定すべきであり、建設可能地として３ケ

所が考えられる。 

 【旧公民館、図書館】 

  ・ 旧公民館は解体し、図書館を新築すべきである。 

 【三春小学校】 

  ・ 耐震化及び大規模改造に関しての諸課題を提起したので、整理検討のうえ取り組ん

でいただきたい。 

 

 なお、役場庁舎及び図書館の整備目標年次については、今秋に予定される町の中期財政計

画の改定をまって検討し、最終報告に記載したいと考えているところである。 

 

 今後、三春町、町議会がともに役場、図書館並びに三春小学校をどのように整備していく

べきなのかについて、この中間報告の内容を十分踏まえた検討を行うことを期待するが、整

備されるまでにはなお詳細な検討が必要であり、一定の時間も必要であろう。そのため、可

能な限り早期に整備の方向性を固めていただき、財政面を含めて整備までのスケジュールを

組み立て、そのスケジュールに沿った検討が進められていくことを、併せて期待するもので

ある。 

 

  平成２４年５月 

三春町公共施設等整備方針検討委員会 

                        委員長  大 津   茂 



第１節  役場庁舎 

 

１ 現状と課題 

 (１) 建物・設備の経年劣化が進み、大規模な補修が不可欠 

   役場庁舎は、町民サービスを提供するための最大の拠点であり、かつ、町民の安全・

安心を確保するための拠点となるべき施設である。鉄筋コンクリート建物の耐用年数は

約５０年といわれるなかで、役場庁舎は築４６年が経過している。 

役場庁舎の概要 

構造 延床面積 階数 建築年 経過年数 

鉄筋コンクリート造 

（耐震補強未済） 
２，２５４㎡

地上４階

地下１階
昭和３９年 ４６年

      ＊参考 敷地面積 １，４９４．８９㎡ 

 

   庁舎の壁や床はクラック（ひび割れ）などの経年劣化が目立っている。東日本大震災

によりその状況は一層悪化したが、まずは役場庁舎以外の公共施設全体の整備方針を急

ぐこととし、応急復旧も必要最小限の手当てとなっている。 

   また、給排水・電気設備の修繕箇所は多方面に及び、部分的な手当では対処できない

状況にあり、設備面での維持管理上非効率的な面もあって、大規模な補修が不可欠とな

っている。 

   機能面からみても、新たな行政需要に対応した組織配置が困難であることなど、もは

や限界にきており、これらの状況を踏まえると、現在の庁舎を修繕して延命させるより、

建て替え時期に来ていると考えられる。 

 

（役場庁舎外壁面）             （役場庁舎４階壁面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 来庁者にとっても職員にとってもスペースが狭隘 

役場庁舎内は、来庁者へサービスを提供する空間や、職員の執務空間としても狭く、 

  更には会議室が２部屋しかないなど、全体として床面積が不足しているとみられる。 



窓口スペースや待合スペースは狭く、また、町民生活と直結する医療・介護・福祉の

窓口は保健センターに分散されているなど総合窓口化が図られていない。 

また、職員の執務スペースについては、総務省地方債対象事業算定基準から算定する

と約２，６２０㎡となるが、現状は２，２５４㎡であり、狭隘であることがわかる。庁

舎は昭和３９年に建築され、当時の状況からやむを得なかった面もあるが、現在では当

時と比べて比較にならないほど業務量も範囲も拡大している。 

これらのことから、要求される町民サービスを提供できる規模を備えた庁舎づくりを

考えていくことが必要である。 

 

 (３) 庁舎の耐震性能が不足し、災害時の危険性が懸念される 

東日本大震災を経験し、三春町は特に防災に力を入れるべきことが痛感させられた。 

役場庁舎については耐震診断を行っているが、現状では一般的な公共施設の目標性能

（Iso値0.75）＊１を満たしていない状況にある。震度６強程度の地震で倒壊や崩壊の危険

性が高いとされ、また、コンクリート強度が設計の３分の２程度しかなく、耐震補強を

計画しても計画自体が理論上想定になってしまい、仮に耐震補強を行っても低強度コン

クリートが回復する訳ではないことから、耐震診断判定委員会において、補強計画にお

いては、建て替えも視野に入れた慎重な判断が必要である旨の補足記載を求められてい

る。 

東日本大震災で三春町は震度５強であったが、役場庁舎では窓ガラスの破損、壁の亀

裂が発生した。地震の際にはコンクリート落下等が凶器となる恐れもあるため、早急な

対策が求められる。 

特に、東日本大震災発生時、役場庁舎の倒壊が懸念され、一時的ではあるにせよ災害

対策本部を福祉会館に置かざるを得なかったことは憂慮すべき事項である。 

 

 (４) 災害対策拠点としての機能、性能が不足 

役場庁舎は、被災時に災害対策活動の司令塔となる必要があるが、防災無線等の機器

は３階、防災担当は２階と非効率的であり、また、災害時に対策本部が設置される会議

室がないなど、事務的な連携、職員間の連携を効果的に図るには問題があり、災害発生

時に機動的な体制がとれない状況となっている。 

こうした問題点を抜本的かつ早急に解決し、災害時に司令塔の役割を果たしうる庁舎

とするために速やかな対策が望まれる。 

 

 (５) バリアフリーやプライバシー対応が不足 

庁内には階段をはじめ段差が多く、高齢者、障がい者の立場からみると“やさしくな

い”庁舎である。昭和３９年に建てられた当時はバリアフリー＊２への配慮という考え方 

＊１一般的にいう耐震ランク 

ランク判定 耐震性能指標 構造耐力上主要部分の地震に対する安全性 

Ａ Is≧Iso 大震災の震動及び衝動に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い 

Ｂ Iso＞Is≧0.6 
大震災の震動及び衝動に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低いが、

施設機能が確保できないおそれがある 

Ｃ 0.6＞Is≧0.3 大震災の震動及び衝動に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある 

Ｄ 0.3＞Is 大震災の震動及び衝動に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い 



がなかったため、後から正面玄関に自動ドアをつけたり、受付カウンターを改修するな

ど工夫を凝らしてきたが、各階に女子トイレが設置されていないなど、課題は多い。 

また、介護や税金などの相談の場合は、特にプライバシーへの配慮が求められる。順

番が来て窓口に行くと話が筒抜けのところで手続きをしなければならない。誰が来庁し

ても利用しやすい庁舎とするためには、バリアフリーやユニバーサルデザイン＊３対応の

課題を抜本的に解決することが求められるが、改修での対応には限界があり建替えの必

要性が認められる。 
 

 

 

２ 役場庁舎整備の必要性 

これまで述べてきた指摘に基づくと、現在の役場庁舎の抱える課題を次のように整理す

ることができる。 

① 建物・設備の経年劣化が目立ち、建物の耐用年限が近づきつつある。 

② 現状においても防災拠点として必要な耐震性能は満たしていない。 

③ これまで補修などによって行政需要拡大の規模や機能面の不足に対応してきたが、特に

機能面では対応の限界に近づきつつある。 

④ 東日本大震災を踏まえた問題点として、防災拠点、災害対策活動の司令塔としての役割

を果たすために必要な機能が不足し、防災関連諸室の連携が悪い。また、災害対策本部

が置かれる会議室などはなく、防災関連スペースとの連携が十分に図れるかどうか懸念

がある。 

⑤ 町民をはじめとする来庁者にとってワンストップ窓口にできず、相談などのプライバシ

ーが守れず、また、職員の執務スペースとしても狭い。 

⑥ 庁舎全般にわたって、バリアフリー対応が不足している。 

 

これらのいずれの課題についてもこれを抜本的に解決するためには、改修によって施設

の延命を図る方法では対応が十分ではなく、仮に耐震補強工事・改修工事を実施しても建

物の耐用年数が伸びることにはならないので、役場庁舎の建替えを前提に検討を進めてい

くべきであると考える。 

 

 

３ 役場庁舎が新たに備えるべき機能 

役場庁舎が新たに備えるべき機能については、町の行政サービスの将来動向をふまえて、

行政サービスの提供のあり方について基本的な整備の方向を検討する必要がある。これら

に加えて、防災機能をはじめとする役場庁舎の課題を抜本的に解決するための機能として、

役場庁舎には次のような新たな機能の導入を図るべきである。 

 
＊２ バリアフリー  障がいをもつ人々が、生活環境（住宅、地域施設、交通施設）において、普通に生活するこ

とを阻んでいる障壁（バリア）をなくすこと。 

＊３ ユニバーサルデザイン  文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障害・能力の如何を問わずに利

用することができる施設・製品・情報の設計（デザイン）をいう。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）  防災拠点、災害対策活動の司令塔としての機能 

大震災を経験した本町においては、町民の生命と財産を守るための防災拠点、また、

災害対策活動の司令塔としての役割を十分に果たし得る防災関連スペースと機能を備え

た役場庁舎をできるだけ早期に整備することが必要である。 

具体的には、災害時においても安全性が確保できる建物とし、災害発生時に司令塔と

なる会議室等を設置すべきである。 

また、万が一の停電時に備えるため、非常用の自家発電設備の整備等が必要である。 

 

（２） ユニバーサルデザイン 

複数の行政サービスがひとつの窓口で受けられる機能を持ち、また、庁舎内外におけ

る段差の解消など、可能な限りすべての人が使いやすい施設とし、住民サービスと機能

の充実を図るべきである。 

 

（３）  来庁者のプライバシー 

窓口には、来庁者のプライバシーに配慮したカウンター、間仕切りや相談室などを設 

置し、利用者の快適性の向上を図り、さらには動線配置等の面から工夫を講じるべきで

ある。 

 

（４）  駐車場の確保 

来庁者の利便性を考慮し、役場庁舎と同一敷地内に可能な限り駐車スペースを確保す 

  る。駐車場規模の算定に当たっては、費用対効果を検討するうえで、車を利用した役場

来庁者の統計的な数字が必要である。さらには、来庁者のみならず、観光客対応も考慮

した駐車場整備について検討すべきである。 

役
場
庁
舎
が
新
た
に

備
え
る
べ
き
機
能

役場庁舎が新たに備えるべき機能

（５）　環境負荷の低減機能
　　　「省資源、省エネルギーの徹底、自然エネルギーの活用機能」

（６）　町民や産業の交流機能
　　　「町民や産業の多様な文化・交流機能」

（１）　防災拠点、災害対策活動の司令塔としての機能
　　　「町民の生命と財産を守るための防災拠点機能」

（２）　ユニバーサルデザイン
　　　「可能な限りすべての人が使いやすく、便利な庁舎機能」

（３）　来庁者のプライバシー
　　　「来庁者のプライバシーに十分配慮した空間と動線配置」

（４）　駐車場の確保
　　　「来庁者と観光客にも配慮した駐車場の整備」



（５）  環境負荷の低減機能 

太陽光発電などの自然エネルギーの活用や、省資源、省エネルギーに配慮し、維持管 

理上も経済性に優れた設備や技術を導入するなど、地球環境にやさしい庁舎建設を実現

することが求められる。 

 

（６）  町民や産業の交流機能 

町民に開かれ、親しみやすい庁舎とするために、庁舎内のフロアーに展示、交流でき 

る交流施設を配置する。こうした交流施設は、町民の交流の場であるだけでなく、町内

に立地しているものづくり産業の交流の場という考え方もある。町民や産業などのさま

ざまな交流が図れる場として計画することによって、町の活性化につなげるべきである。 

以上の考え方をふまえて、役場庁舎に備える文化・交流機能等について検討すること

が必要である。 

  

 

４ 役場庁舎の規模 

現在の役場庁舎の延床面積は、２，２５４㎡であるが、総務省地方債対象事業算定基準

から試算すると約２，６２０㎡となる。従って、全体として床面積が不足し、狭隘である

といえる。 

庁舎規模は将来の人口や職員数の推移、情報通信技術の進展によっても影響を受ける。 

また、地方分権の流れによっては、町で扱う事務の範囲と量がさらに多くなり、庁舎面 

積を増やす必要が生じることもあり得るし、今後の新しい行政サービスのあり方も考え合

わせた検討も必要となる。 

庁舎の計画規模については、上記のような将来の変動要因を勘案し、また、庁舎と併せ

て整備すべき機能について、建設コストの視点も加味しながら、設計段階までに改めて詳

細な検討を行うことが必要である。 

なお、より現実的な視点から新しい役場庁舎の必要面積を算出するためには、次のよう

な点を考慮して庁舎規模を検討することも現実的な対応である。 

① 各課等の現在の職場スペースの状況を把握し、各職場で必要なスペースの積み上げに 

基づき、庁舎の必要な面積を算定する。 

② 最近の類似規模町村の庁舎建設事例からみた規模を検討する。 

 

 

５ 役場庁舎の建替候補地 

（１）  基本的な考え方 

庁舎建替候補地については、次のような基本的な考え方に基づいて選定することが望

ましい。 

① 「立地場所の優位性」、「交通の利便性」、「整備費用」などの視点からの評価が

重要であること。 

② 三春町の市街地整備に係る「２核１軸構想」の考え方に基づき、役場庁舎は町の最



も中心的な施設であることに鑑みると、公共施設ゾーンに立地することが望ましいこ

と。 

③ これらのことから、本委員会としては、現在地周辺以外では町民の理解が得られな

いと考える。 

 

（２）  具体的な建替候補地の検討 

◎ 建替候補地の適性と課題等について 

No 候補地 適性 課題等 

１ 現役場庁舎 

 

A=1,494.89 ㎡ 

・ 長年にわたり立地してきた経緯 

があり、町の中央部に位置し、交

通アクセスもよい。 

 

・ 現在の庁舎を解体しなければならな 

いことから、仮庁舎への移動引越しが

伴う。 

⇒ 仮庁舎：新たに建設する、または、

遊休施設を活用する。例えば、廃校と

なる三春中学校校舎を仮庁舎とする。

（仮庁舎建設費用、移転引越費用発生）

・ 町民サービスの低下が懸念される。 

・ 来庁者用駐車場敷地の拡大が見込め 

ない。 

◎ 駐車可能台数：現駐車場約 50 台分 

２ 現役場駐車場 

 

A=2,026.81 ㎡ 

（借地含む） 

・ 町の中央部に位置し、交通アク 

セスもよい。 

・ 現在の役場機能を維持しながら、

建設できる。 

・ 役場周辺に来庁者用臨時駐車場を確 

保する必要がある。 

⇒例えば、役場裏の町有地を駐車場とし

て整備しておけば、将来的にも役場駐 

車場敷地としての活用が見込まれる。 

◎ 駐車可能台数：町有地分 30 台 

  ＋役場跡地分 40 台 約 70 台分 

３ 現役場庁舎裏 

町有地 

（自由民権運

動ひろば周辺） 

 

A=1,228.47 ㎡ 

（宅地分） 

・ 町の中央部に位置し、交通アク 

セスもよい。 

・ 現在の役場機能を維持しながら、

建設できる。 

・ 現庁舎跡地を来庁者用駐車場に 

 することで、役場駐車場敷地が拡

大できる。 

 

・ 役場裏の町有地を敷地として造成す

る期間と費用が発生する。 

 

◎ 駐車可能台数：現駐車場 50 台 

＋役場跡地分 40 台 約 90 台分 

 

 

 

 

 



建替候補地周辺図 

 

 

６ 整備手法と概算事業費 

（１）  工期と整備費用 

① 工期イメージ 

役場庁舎整備に必要となる工期は、採用される整備手法や建設場所によっても異な 

ってくるが、最低でも４年程度を要すると見込まれる。 

 

工期予定 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 備考 

役場庁舎整備計画策定     

基本・実施設計策定     

建設工事     

新庁舎竣工、引越等     

 

 

② 整備費用 
整備費用については、約７億円程度と見込まれるが、採用される整備手法や建設場

所によって異なってくるため、今後詳細に検討する必要がある。 
   ○ 参考 解体し、新たに建設する場合の費用            (単位：千円) 

区分 概算事業費 国庫補助金 県補助金 起 債 一般財源 

設計 40,000  40,000

解体工事 30,736  30,736

新築工事 600,000 355,000 245,000

計 670,736 355,000 315,736

     （構造 ＲＣ  延床面積 2,640 ㎡(800 坪)×600 千円/坪+α） 

１現役場庁舎 

２現役場駐車場 

３現役場裏町有地 

駐車場としての敷地 

A=2,026.81 ㎡ 

駐車可能台数：約 50 台 

駐車場としての敷地 

A=1,494.89 ㎡ 

駐車可能台数：約 40 台 

駐車場としての敷地 

A=1,228.47 ㎡ 

駐車可能台数：約 30 台 



・ 耐震補強工事を行い継続利用                (単位：千円) 

区分 概算事業費 国庫補助金 県補助金 起 債 一般財源 

基本・実施設計 20,000  20,000

補強工事費 203,200 182,880 20,320

計 223,200 182,880 40,320

 

（２）  多面的な視点からの整備手法の検討 

役場庁舎整備には多額の資金を要するため、役場庁舎整備の資金調達のあり方や経費

負担が町財政に及ぼす影響等をふまえ、民間活力を活用した整備手法も選択肢の１つに

入れながら、町にとって最適な整備手法を選択することが必要である。 

また、いずれの整備手法を選択する場合でも、役場庁舎整備に向けた基金積立を行な

っていくことが求められる。 

なお、一般的な庁舎建設手法については、次のとおり挙げられるが、工期の短縮、経

費の縮減等を考慮すれば、本町でこれまで実績のある「設計施工一括発注プロポーザル」

方式＊４の活用は当然考えていくべきである。 

事業手法 概  要 備 考 

公共直営方式 町が起債等により資金調達を行い、設計、建設、

維持管理、運営の各業務について民間事業者に

委託・請負契約として発注する方式 

従来型の方式であ

る。 

公設民営方式 町が資金調達を行い、設計、建設、維持管理、

運営を民間事業者に包括的に委託する方式 

民間事業者の選定に

時間を要する。 

民設公営方式 

（リース方式） 

民間事業者が資金調達し、設計、建設を行い、

町が施設を長期リースする。維持管理、運営は

契約により町又は民間となる。 

民間事業者の選定に

時間を要する。 

ＰＦＩ方式 民間事業者が資金調達を行い、設計、建設、維

持管理、運営を行う。 

ＰＦＩ法で規定され

る手続きに時間を要

する。 

 

（３）  建設及び管理運営を見通した費用と整備手法の検討 

役場庁舎の建設に要するイニシャルコストだけではなく、維持管理などのためのラン

ニングコストを含めたライフサイクルコスト＊５の検討が必要である。役場庁舎整備の際

に新しい設備を導入することにより、エネルギー消費を低減し、ランニングコストを下

げることも可能である。このような視点から、役場庁舎の建設から管理運営までを見通

した費用を検討し、これらの費用をまかなうために最適かつ実現可能な整備手法を選択

することが求められる。 

 

 
＊４ 設計施工一括発注プロポーザル  工事請負契約において、業者の特性、過去の工事実績、技術力等を踏まえ、

業者からの提案に基づき、選定の上、請負契約を締結し、設計と施工を一括して発注する方法である。この方

式の利点は、民間の保有する技術やノウハウを積極的に取り入れることにより、工期の短縮やコストの縮減と

いった効果があるものと期待されている。 

＊５ ライフサイクルコスト  建物のライフサイクル（生涯）にわたって発生する費用のこと。建設費から光熱水費、

点検・保守・清掃費等の運用維持管理費用、修繕・更新費用、解体処分費や税金・保険費用まで含む。 



７ 役場庁舎整備の方向性のまとめについて 

これまで役場庁舎整備のあり方についてさまざまな視点から検討を加えてきたが、検討 

 の成果を整理すると次の２つに集約することができる。 

 

（１） 現庁舎の諸課題を解決するためには改修では十分ではなく建替えるべきである。 

現役場庁舎は、建物・設備の経年劣化をはじめ、狭隘化、防災拠点としての機能不足、

バリアフリー対応不足等の課題を解決する必要性が迫られているが、機能面ではすでに

限界がきていると判断される。 

これらの諸課題を抜本的に解決するためには、改修によって施設の延命を図る方法で

は対応が十分ではなく、仮に耐震補強工事・改修工事を実施しても建物の耐用年数が伸

びることにはならないので、役場庁舎を建替えるべきである。 

 

（２） 建替場所については、現在地周辺を基本として選定すべきである。 

建替場所については、市街地整備に係る「２核１軸構想」の考え方に基づき、公共施

設ゾーンに立地することが望ましく、候補地としては「現役場庁舎」、「役場駐車場」、「現

役場庁舎裏町有地」が挙げられる。 

これらの候補地はそれぞれ実現上の課題等も抱えており、今後、町が具体的な検討を

進め、優位性の高い建替候補地を選定する必要がある。 

なお、選定にあたっては、仮庁舎への移転は引っ越し費用が発生することから、これ

らを含めた費用の全体額を推計して比較検討することも望まれる。 

 

 

８ 役場庁舎整備の具体化に向けて 

本委員会の検討過程では、役場庁舎の建替えを前提として、今後の新しい役場庁舎整備 

のあり方について、次のような課題が提示された。町はこれらの内容を十分に受け止めて、

今後具体的な検討を進めるよう期待する。 

 

（１） 役場庁舎が新たに備えるべき機能の検討 

本委員会では、現在の役場庁舎施設・設備の現状について概ね把握した。現在の役場

庁舎が抱える課題等を抜本的に解決するためにも、必要な規模と併せ前記３「役場庁舎

が新たに備えるべき機能」の十分な検討が必要である。 

 

（２） 役場庁舎の規模と建替候補地の選定の検討 

新しい役場庁舎の規模算定に当たっては、将来の行政需要の変動も予測しながら、さ

らにはより現実的な視点から各職場で必要なスペースの積み上げに基づき算定するなど、

今後詳細な検討が必要である。 

また、本委員会において検討した建替候補地が抱える課題等をふまえ、町はそれらの

諸課題の解決の可能性と具体的な方策について十分な検討を進めて、建替候補地を選定

する必要がある。 



（３） 優位性の高い整備手法の検討 

役場庁舎整備には、後年度地方交付税措置のない起債（充当率７５％）の発行は認め

られるが、補助金制度がないなど多額の資金を要するため、民間活力を活用した事業手

法も選択肢の１つに入れながら、資金調達、町財政への影響等をふまえたうえで、建設

から管理運営まで町にとって最も優位性の高い整備手法を検討する必要がある。 

 

（４） 町民意向の反映 

現在の役場庁舎の実態を広く町民に認識してもらい、町民が利用しやすく、安全・安

心な生活を支える庁舎などの将来像を描くことが重要であるため、より多くの町民の理

解が得られるよう、検討の過程と成果に関して町民に向けて広報することを重視するべ

きである。 

また、役場庁舎は行政と町民の接点の場であり、庁舎建設における町民意見の反映は

不可欠であり、今後、町民を対象とした意向調査等を実施して、町民ニーズを把握する

必要がある。 

 

（５） 役場庁舎整備に向けた検討の推進 

役場庁舎整備の準備期間を考えると、整備が実現するまでに相当年数を要するという

見方もできるが、大震災による応急復旧を行っていないという状況下において、検討は

可能なかぎり早急に進めていくことを要望したい。 

一方で、現在の財政状況等も踏まえ、役場庁舎の建替えが各年度の町民サービスに大

きな影響を与えないよう、町は総合的な視点から資金計画を立て、これに基づいた整備

時期を判断することが望まれる。 

 

 



第２節  旧公民館・図書館 

 

１ 現状と課題 

 (１) 旧公民館 

  ① 建物・設備の経年劣化が進み、補修が不可欠 

   昭和４５年度に公民館として建築された。平成１５年に建築された三春交流館「まほ

ら」に生涯学習機能は移管され、その後は、事務所として６団体への貸与、申告会場、

役場書庫等として利用されている。（３階大林ホールは仮設武道場として２２～２４年度

利用） 

旧公民館の概要 

構造 延床面積 階数 建築年 経過年数 

鉄筋コンクリート造 

（耐震補強未実施） 
１，３１８㎡ 地上３階 昭和４６年 ４１年

      ＊参考 敷地面積 ８３３．７９㎡ 

   現状では、外部の柱及び壁の仕上げ面に、多少の老朽化が目立ち、バルコニーや庇の

コンクリート下面に塗装の剥離、鉄筋かぶり不足による発錆やコンクリート面爆裂の発

生が著しく、継続して利用していくには補修が不可欠となっている。 

 

 ② 庁舎の耐震性能が不足し、災害時の危険性が懸念される 

   耐震診断を行ったところ、目標性能（Iso値0.75）を達しておらず、全階にわたって耐

震ランクはＣ（耐震性指標0.6＞Is≧0.3）ランクで、大地震時の震動、衝撃に対し、建

物は倒壊もしくは崩壊を引き起こす可能性が高いとされている。 

   東日本大震災では、特に３階廊下部分に被害があり、壁面の崩壊、亀裂、裏板の崩落

などが発生し、現在この部分への立ち入りを禁止している状況にある。 

 

（旧公民館３階バルコニー）             （旧公民館３階壁面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



 (２) 図書館 

現状 現在の町民図書館は、平成７年にNTT東日本から賃借し開設した。閲覧・開架ス

ペースは約２７０㎡、閉架書庫が１３９㎡で、そこに約１０万冊の図書が配架され

利用されている。 

現図書館の概要 

構造 借入面積 貸借期間・賃料 

鉄筋コンクリート造 
１Ｆ２９１．３２㎡ 

２Ｆ１３９．００㎡ 計５３０．３２㎡

平成７年４月～ 

賃借料年５１８万円

 

平成２２年度の利用状況では、来館者数は年間約５万３千人（月平均約４，４０

０人）、貸出者数は年間延べ約１万３千人となっており、貸出冊数は年間約４．３

万冊となっている。 

生涯学習の拠点施設の一つとしての大きな役割を担っており、町民からのさまざ

まな要望に応えて、図書館情報システムの導入をはじめ、図書館分室の設置、学校

やグループなどへの団体貸出、小学校や保育所・幼稚園への巡回図書の定期配本、

リクエストや予約の受付、レファレンス（調査相談）など、利用者サービスの向上

に努めてきた。 

 

課題 施設面の制約に起因している課題が明らかになっており、まず、施設が狭隘のた

め閲覧・開架スペースが十分に確保できない状況にあり、多くの蔵書にもかかわら

ず開架図書が６万冊の規模に限られており、また、年々増加する図書館資料のため

の書庫も狭隘となっている。図書館の施設規模としては、人口規模が同程度の他自

治体の図書館と比べて非常に劣っている状況にある。 

また、前述のようにNTT東日本の施設を賃借しているが、年間の賃料が５１８万円

であり、これまでに約１億円余の賃料を支払っていることから、狭隘と相まって、

利用者からは独立した施設整備を望む声は大きい。さらに、利用者からは、駐車場

がないことへの不満が日常的に寄せられている。 

このように、特に施設面の制約等により、利用者が満足できる図書館サービス

が実現されていない状況にある。 

 

（図書館開架スペース）             （図書館閲覧スペース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 整備の必要性 

  図書館は、乳幼児から高齢者まで町民すべての自己教育に資するとともに、町民が情報 

を入手し、芸術や文学を鑑賞し、地域文化の創造に関わる場であり、一人ひとりの資質・ 

能力の向上を通して、社会全体の活性化を図っていく生涯学習社会の実現を目指すため図 

書館は重要な拠点となる。 

  現在の図書館では、事業を発展させるには施設面で制約が大きく、抜本的な改善を図る 

必要がある。 

  図書館はその利用を拡げるために、新築することが望ましく、具体的な提案としては、

旧公民館を解体し建設するといったことが考えられる。 

 

 

３ 図書館が新たに備えるべき機能 

  旧公民館と図書館については、旧公民館を解体して図書館を新築するといった方向性で

検討を進めているため、図書館を新築する場合の基本的な整備の方向性を検討する必要が

ある。現在の図書館が抱える課題を解決するための機能として、図書館には次のような新

たな機能の導入を図るべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 図書の閲覧・開架スペースの十分な確保 

   現在の図書館施設は狭隘であることから、本を探しやすく余裕がある書架の配置、く

つろいで読書をすることができるスペースや学習スペース、すなわち閲覧席の十分な確

保、さらには、将来を見越した十分な閉架書庫スペースの確保が必要である。 

 

（２） 誰もが使いやすい図書館機能 

   乳幼児から高齢者まで幅広い年代の町民の方が利用することから、バリアフリーやユ

図
書
館
が
新
た
に

備
え
る
べ
き
機
能

図書館が新たに備えるべき機能

（５）図書館建設後の経常経費低減機能
　　「ランニングコストの低減化」

（６）複合交流施設
　　「図書館の集客機能を活かした複合交流施設」

（１）図書の閲覧・開架スペースの十分な確保
　　「本が探しやすい書架の設置と閲覧スペースの十分な確保」

（２）誰もが使いやすい図書館機能
　　「誰にでも使いやすく、便利な図書館機能」

（３）駐車場の確保
　　「利用者に配慮した駐車場の整備」

（４）環境負荷の低減機能
　　「省資源、省エネルギーの徹底」



ニバーサルデザインの考え方を基本として、だれもが使いやすい快適な施設整備を進め

る。例えば、親子で読書、つまり読み聞かせができるスペースの常設やインターネット

検索や映像再生コーナー、児童書コーナーと一般書コーナーにそれぞれ閲覧スペースを

設けたり、おはなし会やボランティアの活動スペースなども必要と思われる。 

     また、施設全体として、開館時間等を勘案したうえで、フロア構成やカウンターの位

置などを計画すべきである。 
 

（３） 駐車場の確保 

   駐車場が狭いことから利用者が不便を感じており、図書館敷地内に利用者の状況に応

じた駐車場整備が必要である。 

 

（４） 環境負荷の低減機能 

   施設の建設にあたっては、省資源、省エネルギー対策、省力化にも配慮して環境にや

さしく、図書館機能の永年にわたる利用が持続可能な施設の整備を行う。 

 

（５） 図書館建設後の経常経費低減機能 

   図書館開館後のランニングコスト、例えば冷暖房費、照明、清掃、照明以外の電気料、 
  その他維持管理費などについて整備計画時にその概要を把握しておく必要がある。設計者に 
  もランニングコストについて認識してもらう必要があり、設計においては、デザインもさる 
  ことながらランニングコストとの関係も重視する必要がある。 
 

（６） 複合交流施設 

図書館は公共施設の中でも幅広い年齢層の人が気軽に利用でき、何度も繰り返し利用

される施設であることから、図書館の集客機能を活かしながら、図書館以外の機能を備

えた施設との併設又は複合化を検討する。例えば、ボランティアの活動拠点となるスペ

ースや各種団体が集まり、勉強会や活動に関する会議を開くために利用できる会議室の

設置などを検討すべきである。 

 
 
４ 図書館の規模 

（１）  規模の検討 

現在ＮＴＴ東日本より賃借している施設は、閲覧・開架スペースが約２７０㎡、閉架 

書庫が１３９㎡であり、そこに約１０万冊の図書が配架されているが、新しい図書館の

規模を検討する際には、次の点を考慮することが必要である。 

なお、最近電子図書の利用者が増加する傾向にあることから、機能と規模の検討に当

たっては、この点についても考慮していく必要がある。 

・ 蔵書数さらには今後の受入冊数を見込んだ建物の必要面積の検討 

・ 複合施設の内容と規模の検討 

・ 駐車場の広さの検討  



・ 類似他町村の図書館規模との比較検討 

 

（２） 書架設置からの検討 

   書架の間隔は１．８ｍ必要とされるのが一般的である。（町の場合は現在１．５ｍ） 

   また、書架の収容力は、９０㎝１段で３５冊と計算する例が多いことから、１㎡当たり２ 
１６冊で計算すると、現在の６万冊の開架図書を収容するためには、２８０㎡と試算される。 

さらに、開架スペースは人が歩き回ることなどを考えると、書架が置かれる閲覧空間とし 
  ては、単純計算で出た面積の１．５倍から２倍は必要と考えられる。仮に６万冊とすれば 

４２０㎡から５６０㎡が必要になると試算される。 

 

 

５ 図書館の建設候補地 

（１）  基本的な考え方 

図書館建設候補地については、次のような基本的な考え方に基づいて選定すること 

  が望ましい。 

① 「利用者の利便性」、「交通の利便性」、「周辺環境」などの視点からの評価が

重要であること。 

②  三春町の市街地整備に係る「２核１軸構想」の考え方に基づき、また、周辺の景 

観、騒音等の環境に配慮すると、町立図書館は公共施設ゾーンに立地することが

望ましいと考えられる。 

 

（２）  建設候補地の検討 

具体的には、現在も利用の多い小学生などを考えれば、旧公民館を解体して、旧公民

館跡地に新しい図書館を建設するのが望ましい。 

旧公民館の敷地面積は８３３．７９㎡であり、閲覧・開架スペースを仮に４２０㎡必 

建設候補地位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧公民館 

敷地面積 

833.79 ㎡ 

町民図書館 

三春町役場 



要であると想定し、このほか閉架スペース、複合交流施設を含めた２階建ての建物とす

れば、駐車場敷地として４００㎡程度を確保し、約２０台程度の駐車が可能となると考

えられる。 

 

 

６ 整備手法と概算事業費 

（１）  工期と整備費用 

  ① 工期イメージ 

   図書館整備に必要となる工期は、採用される整備手法や建設場所によっても異なって

くるが、最低でも４年程度を要すると見込まれる。 

 

工期予定 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 備 考 

旧公民館解体工事     

図書館整備計画策定     

基本設計・実施設計策定     

建設工事     

新図書館竣工、開館準備等     

 

 
② 整備費用 

整備費用についても、旧公民館解体と図書館整備を合わせて約３億円程度と見込まれるが、 
採用される整備手法によって異なってくるため、今後詳細に検討する必要がある。 
また、いずれの整備手法を選択する場合でも、図書館整備に向けた基金積立を行なっ

ていくことが求められる。 

   ○ 参考（単位：千円） 

  ・ 旧公民館・解体 

区分 概算事業費 国庫補助金 県補助金 起 債 一般財源 

解体工事 17,960  17,960

    ・ 図書館・新築 

区分 概算事業費 国庫補助金 県補助金 起 債 一般財源 

設計 16,000  16,000

新設工事 240,000 79,200 144,000 16,800

計 256,000 79,200 144,000 32,800

     （構造 ＲＣ造 延床面積 400 坪(1,320 ㎡)×600 千円/坪+α） 

・ 旧公民館・耐震補補強工事を行い継続利用 

区分 概算事業費 国庫補助金 県補助金 起 債 一般財源 

基本・実施設計 5,326 1,775  3,551

補強工事費 28,500 9,500 17,100 1,900

計 33,826 11,275 17,100 5,451

 

（２）  多面的な視点からの整備手法の検討 

従来型の公共直営方式に加えて、民間事業者との連携により事業を進めることができ 



るかも選択肢の１つとして、整備手法について多角的な視点から検討すべきである。 

（３）  建設及び管理運営を見通した費用と整備手法の検討 

例えば、民間事業者の資金を活用することを目的に、ＰＦＩ方式や指定管理者制度導 

入の可能性を検討することも必要である。 

 

 

７ 旧公民館と図書館整備の方向性のまとめについて 

これまで旧公民館と図書館整備のあり方についてさまざまな視点から検討を加えてきた

が、検討の成果を整理すると次のようにに集約することができる。 

（１） 旧公民館は解体し、そこに図書館を新築すべきである 

旧公民館については、建物・設備の経年劣化をはじめ、耐震性能が不足し災害時の危

険性が懸念されている。 

また、図書館については、施設が狭隘のため閲覧・開架スペースが十分に確保できて

いない状況にある。さらには、長年賃借料を支払っているなどの課題もあることから、

図書館の利用を拡げるためには、新築すべきである。 

図書館の建設位置については、小学生を始めとした町民の利便性や周辺環境から、市

街地整備に係る「２核１軸構想」の考え方に基づく公共施設ゾーンへ立地することが望

ましく、「旧公民館解体後の跡地」がその候補地として挙げられる。 

 

 

８ 図書館整備の具体化に向けて 

 本委員会の検討過程では、旧公民館を解体して図書館を新築するといった方向性で検

討を進めてきたため、今後の新しい図書館整備のあり方について、次のような課題が提示

された。町はこれらの内容を十分に受け止めて、今後具体的な検討を進めるよう期待する。 

（１） 旧公民館の解体と図書館が新たに備えるべき機能の検討 

本委員会では、旧公民館と図書館の施設、設備等の現状について概ね把握した。 

旧公民館については、建物、設備等の経年劣化や耐震性能が不足している現状を踏ま

え、現在事務所として利用している団体との調整を終え、適切な時期に解体すべきであ

る。 

さらに、図書館を新築する際には、現在の図書館が抱える課題等を抜本的に解決する

ためにも、必要な規模と併せて前記３「図書館が新たに備えるべき機能」についての十

分な検討が必要である。 

 

（２） 図書館の規模と整備手法についての検討 

現在の図書館は、閲覧・開架スペース、閉架書庫が狭隘であり、利用者が満足できる

図書館サービスが実現されていない状況にある。新しい図書館の規模算定に当たっては、

現在の蔵書数と今後の受入冊数を見込み、利用しやすい図書館機能を考慮した規模算定、

さらには複合交流施設の内容と規模をふまえながら、今後詳細な検討が必要である。 

また、図書館整備には多額の資金を要するため、民間活力を活用した事業手法も選択肢



の１つに入れながら、建設から管理運営まで町にとって最適な整備手法を選択すること

が必要であり、今後詳細な検討が必要である。 

 

（３） 町民意向の反映 

現在の旧公民館と図書館の実態を広く町民に認識してもらい、特に町民が利用しやす

く図書館の将来像を描くことが重要であるため、より多くの町民の理解が得られるよう、

検討の過程と成果に関して町民に向けて広報することを重視するべきである。 

なお、本委員会の検討のなかで、図書館への複合交流機能を持たせることについて期

待する声があった。これらのことから、今後、町民意見の反映は不可欠であり、町民・

利用者を対象とした意向調査等を実施して、町民・利用者ニーズを把握する必要がある。 

 

（４） 旧公民館の解体と図書館整備に向けた検討の推進 

現在の財政状況等も踏まえ、旧公民館解体と図書館新築が各年度の町民サービスに大

きな影響を与えないよう、町は総合的な視点から資金計画を立て、これに基づいた整備

時期を判断することが望まれる。 

なお、旧公民館敷地は８３３㎡であり、図書館を建設する場合、敷地の拡張を望む声

が高まる可能性がある。可能ならば、隣接民有地まで拡張できないか検討してほしい。 

 



第 3 節 三春小学校の耐震化について 

 

１ 現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 (１) 耐震化、大規模改造が不可欠 

三春小学校は、教室棟が築４２～４４年、屋内運動場は築３２年が経過しており、平

成元年から平成３年にかけて、オープンスペースを確保するためなどの大規模改造を行

ったが、給排水・電気設備等の経年劣化が著しい状態である。 

平成１８年度に実施した耐震診断では、階段棟がＤランク、教室棟や屋内運動場がＣ

ランクであったため、階段棟の耐震工事を平成２１年度に先行して実施した。東日本大

震災を踏まえれば、児童の安全を確保するため、Ｃランクの教室棟及び屋内運動場も引

き続き耐震化に取り組む必要がある。 

 

 (２) 新築は補助対象外 

   三春小学校は築４３年が経過しており、経年劣化が著しいことから新築も検討される 

が、統合移転以外の新築は補助対象に該当しないことから、「耐震補強＋大規模改修」で 

取り組まざるを得ないというのが現状である。【下表参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３) 三春小学校は現在地が望ましい 

 

 

◇ 補助制度の要旨 

 ① 同一敷地への改築（新築）の国庫負担金等については、耐震診断・コンクリート

強度・体力度調査等の要件(IS 値については 0.3 未満)があり、三春小学校は IS 値

が 0.3 以上(C ランク)であるため対象とならない。 

 ② 小学校を統合する場合でも、同一敷地への改築については、建物強度等の要件が

あるため国庫負担金等の対象とならない。また、現在の校舎については、使用可能

教室数は 27 クラス（内、特別支援 4 クラス）あり、統合しても必要クラスを満た

しているため国庫補助金等の対象とならない。 

 ③ 統合校舎で別敷地への新築の場合には、1/2（基礎額による積算）の国庫負担金

事業に該当する。 

 ○ 施設現状  第 1 校舎  RC3 階建 延床面積 2,138 ㎡ S44 竣工 

         第 2 校舎  RC3 階建 延床面積 2,057 ㎡ S43 竣工 

         第 3 校舎  RC3 階建一部 5 階 延床面積 1,598 ㎡ S45 竣工 

         屋体    S 造 2 階建 1,493 ㎡ S55 竣工 

 ○ 教室数   普通教室 18 室  特別教室 7室  多目的教室 9 室 

 ○ 耐震診断Ｃ（教室棟、屋体） 

論点 別の場所への移転あるいは現三春中学校への移転は考えられないか？ 



   三春小学校は耐用年数に近い年数が経過していることから、別の場所への移転あるい 

  は現三春中学校への移転なども選択肢として考えられる。しかし、三春地区の町民にと

っては「藩講所明徳堂表門」から通学するということが「地域の誇り」になっており、

この思いを尊重する必要がある。また、現三春中学校へ移転する場合には耐震化工事を

行う必要があることから、三春小学校は将来とも現在地にあるのが望ましいと考える。 

 

 

２ 概算事業費と整備手法 

 (１) 整備計画と費用 

  ① 整備計画 

 

 

 

   ○ 平成２０年度に策定した「学校施設の耐震化計画」では、三春小学校の耐震化工

事は平成２６～２７年度に施工し、この間の校舎は現三春中学校の校舎を利用する

というのがこれまでの方針であった。しかし、過般の東日本大震災を踏まえ、児童

の安全を確保する観点から整備期間を１年前倒しすることとしている。 

   ○ 工事期間中の校舎については、余裕教室を有効に利用し補強工事が施工できない

かという問題提起もあるが、対応できる余裕教室がなく、また、児童の安全の確保

や騒音対策等を考慮すれば、現三春中学校へ仮移転することが適切であると考える。 

   ○ 工事の工期については、事前に現三春中学校トイレの児童用への改修等が必要と

なることから２年間とならざるを得ない。このため、現三春中学校への引っ越しは

平成２５年度夏休み、改修済校舎へ戻る時期は平成２６年夏休みという整備スケジ

ュールとなる。 

 

 ～２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

耐震基本計画策定 21 年度実施     

実施設計策定      

耐震化・改修工事      

引越 三春小～現三春中      

 

  ② 整備費用 

   ◇ 概算事業費（耐震補強＋大規模改修）        （単位：千円） 

区分 概算事業費 国庫補助金 起 債 一般財源 

耐震補強工事 244,330 73,808 142,300 28,222 

大規模改修 253,482 59,385 168,000 26,097 

計 497,812 133,193 310,300 54,319 

    ＊概算事業費に実施設計費(20,648 千円)を含めている。 

 

 

論点 現三春中学校へ仮移転しないで工事は行えないか？ また、仮移転する場合、

単年度で施工できないか？ 



 (２) 整備手法について 

   耐震化工事について、町はこれまで中妻小学校体育館、大平荘で基本計画を作成して 

いたことから設計施工一括発注方式（公募型プロポーザル）を採用してきたが、三春小 

学校の工事では修繕箇所の調査設計をする必要があることから、実施設計と工事を分離 

して発注する方式を採用することとする。 

 

 (３) 整備費用の確保 

   三春小学校の耐震補強及び大規模改修に必要となる一般財源は、５，５００万円程度

と思われる。ただ、町の財政状況を考慮すれば町債発行は極力抑制すべきであり、その

ため、平成２４年度に整備基金として１億円積立を行うこととしている。 

 

 

３ 三春小学校整備の具体化に向けて 

 (１) 町が示した取組み方針について 

   町は、平成２４年度予算に三春小学校の「耐震化・大規模改修」に向けた実施設計費

を計上した。これは、一刻も早く児童の安全を確保する対応として評価できる。また、

町財政の健全運営に配慮し教育施設整備基金に１億円を積み立てることとしたことは適

切な措置であると考える。 

 

 (２) 全校舎を耐震化・大規模改修すべきか 

 

 

  進行する少子化の現状のなかで、三春小の全校舎を大規模改修することについては議

論が必要であるとの意見がある。しかし、特別支援学級の増加及び個に応じた指導が必

要な児童のための通級指導教室の増加により、いわゆる余裕教室は減少の傾向にある状

況であるため、全校舎を大規模改修すべきと考える。 

  ◇資料 三春小学校・児童数の見込みと余裕教室       （H24.5.1 現在） 

年度 23 24 25 26 27 28 29 30 

入学者 55 54 42 45 47 49 48 48

児童数 366 348 320 313 310 290 285 280

クラス 17 18 17 17 17 16 16 16

余裕教室 5 4 5 5 5 6 6 6

   ＊ 特別支援学級及び通級指導教室に通う児童数は、就学指導審議会を経てから決定し、クラ

ス数に反映させるため、２５年度以降は、２４年度の特別支援学級及び及び通級指導教室の

クラス数を採用するものとする。 

 

 (３) 学校給食のあり方 

 

 

 町の学校給食の現状は、町直営、外部委託、共同調理と多様である。三春小学校の整 

論点 余裕教室の動向から全ての校舎を耐震化・大規模改修することは適当か？ 

論点 今後、三春小学校の給食はどこで作るのか？ 



備にあたっては、今後の学校給食のあり方について方向性を示した上で整備する必要が

ある。本年度に実施設計を策定するので、早急に方向性を示し保護者等の理解を得るべ

きである。 

 

 (４) 町内小学校の再編について 

 

 

少子化の現状に鑑み、今後の町内小学校のあり方も議論すべきではないかとの問題提 

起もある。この点について町は、小学校は各地区において地域コミュニテイの核となっ

ていることから、各地区の自主性を尊重することとしている。 

従って、地域での検討に委ねることとなるが、地域での議論には、児童数の見込みや

教育委員会の教育に係る方針などの情報が不可欠である。町は積極的に情報提供を行う

など、地域での検討を支援すべきである。 

論点 三春小学校の改修に合わせ、町内小学校の再編も進めるのか？ 
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・委嘱状交付 

 ・正副委員長選任 
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 ・三春小学校の耐震化について 
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